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はじめに 

 
 
 

本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発」（事後評

価）の研究評価委員会分科会（２０１９年１０月２８日）において策定した評価報告書（案）

の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第６１回研

究評価委員会（２０２０年５月１５日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

        研究評価委員会「次世代プリンテッドエレクトロニクス

材料・プロセス基盤技術開発」分科会 
（事後評価）  

 

分科会長 臼井 博明 
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「次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発」 

（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総合評価 
本事業は、少量多品種生産や事業の参入障壁低下と開発速度の促進につながるべくカスタ

ム性を考慮した目標を掲げ、着実に成果を挙げてデバイスを実動させている点、また、多く

の試作デバイスをもとに各種の展示会での出展、業界へのヒヤリング活動などを通じて、数

多くの萌芽的可能性を見出している点で高く評価される。プリンテッドエレクトロニクス技

術を微細加工技術と融合することで FHE(Flexible Hybrid Electronics)分野へと展開させ、

IoT に資するエレクトロニクス製品群への省エネ製造プロセスの適用性を著しく拡張した

ことも高く評価できる。 
一方、本技術の事業化のためには、出口用途の開発が必須であるが、本事業で培った技術

が圧力・温度センサーを超えて様々なデバイスの作製に適用できることを明確にアナウンス

する必要がある。コンソーシアムの支援体制が、弱いように思われるので、強化が必要であ

る。 
今後については、今回開発した高度なレベルに磨き上げてきた製造技術を展開するために、

人材育成と技術継承が重要である。また、実用化・事業化の推進についてはまだ途上であり、

かつ事業化にはリスクが伴うため、支援に関する制度的議論も必要になる。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
本事業は、プリンテッドエレクトロニクス技術の根幹となる材料技術と製造プロセス技術

の開発を目的として設定されている点に大きな特徴があり、この着眼点は、国際競争力強化

の観点から極めて重要である。また、エレクトロニクス製造に係る「製造工程の簡略化と材

料の省資源化」という課題に対して、プリンテッドエレクトロニクスという技術領域を創出

することで、その有効性を示す研究であった。このような事業は、民間の経済原理のみに依

存して推進することは容易でなく、国が資金的にも支援を行い、複数の事業者を取りまとめ

ることによってはじめて実現可能になると考えられる。競合するアジア諸国や、欧米が開発

予算をつける中で、国際競争力を維持するうえで、NEDO が関与したことは有意義である。 
一方、ディスプレイ、照明、蓄電など、幅広い応用可能性を秘めた技術であるので、潜在

的能力が見落とされないような情報発信を行うべきであろう。また、これらの技術自体が国

外へ流出することのない仕掛けづくりも併せて求められる。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
 実用化に向けた技術開発目標が設定され、おおむね開発目標が達成されており、研究開発

マネジメントは妥当であった。非競争的領域にある面状センサーに絞って計画を立てた点は、

次世代のために国が主導する開発戦略として良い選択であり、開発材料の性質と用途を考え、

プロセス技術にマッチングするまで落とし込んだ点も見事である。開発の実施にあたっては、

材料、装置、デバイスおよび社会実装にかかわる事業者がバランス良くまとまっている。知

的財産等の管理も、オープン・クローズ戦略を採用するとともに、知財管理の専門家を派遣

するなどして、しっかり運営されている。 
一方、テーマ設定、目標が、「自分ができる内容」に置き換わっている。そのため、最終

的に、世の中の技術開発と大きな差が付き、実用性に乏しい。デバイスの事業化には、マー

ケティングと販売体制が必要であり、その点に強い海外事業者との協力によって、材料や装

置の領域で産業を拡大していくことも重要な選択肢である。 
今後については、新規に設置されたコンソーシアムにおいて、国内外の動向調査を継続し

て行う目利き機能も付与することを検討していただきたい。 

 
２．３ 研究開発成果について 
 設定された目標はすべて達成されただけでなく 3 件の世界初の技術的成果が得られてお

り、プリンテッドエレクトロニクスの生産技術としての実用性実証を果した。カスタマイズ

化プロセスがおおむね完成し、サンプル出荷も可能な体制になっており、世界初の製造技術

が実現できたと評価できる。また、開発の成果は、多くの展示会や講演会などで情報発信を

している。さらに、コンソーシアムを立ち上げたことにより、成果を今後の事業化につなげ

るための大きな一歩を踏み出すことができた点は有意義である。 
一方、コンソーシアムのガバナンス設計が、開発した技術・知見・特許を事業化に結び付

ける体制に必ずしもなっていない。課題解決のために、技術や知財にワンストップでアクセ

スできる仕組みがあると良い。 
今後については、本事業の研究過程で得られたノウハウこそが今後の事業化に向けての真

の実力となる。したがって、開発にかかわった人材のキャリアアップや技術継承などの方針

を通して、本事業の技術的蓄積が今後も活かされるようにすべきである。 

 
２．４ 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 
本事業は、材料・プロセス技術、実装技術の完成のみならず、さまざまなデバイスを試作

して実際に動作を確認し、ユーザーからのフィードバックを得ている点で、実用化に成功し

た。また、製造設備の産総研への移管、数十社からなるコンソーシアムの結成など、アグレ

ッシブな取り組みを継続しており、その展開は高く評価される。 
一方、本事業終了後のコンソーシアムの業務は、サポート体制が脆弱である。常置のスタ

ッフを増員するなどして、高度に専門性高く完成している装置の真の利用継承を進めて欲し

い。また、駆動法、センシング感度、ソフトウエア等を鑑みて、現状のパッシブパネルの技

術で対応できる部分に対し、本事業で開発した技術の優位性を明らかにして欲しい。その上
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で、現有設備を活用した場合に販売価格が幾らで、月間何個の製品が製造できると言う具体

例を示し、製造、商品化につながる試作品を見出して欲しい。 
今後については、単に材料と製造装置の販売になってしまうと、投資力のある海外企業が

本事業で開発された技術を買うことが可能になる。その結果、本技術が国内のデバイス・メ

ーカーの脅威とならないように方策を検討して欲しい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A A A B B 

２．研究開発マネジメントについて 2.5 A A A B B B 

３．研究開発成果について 2.7 A A B A A B 

４．成果の実用化に向けた取組及び見通

しについて 
1.8 B B A B B D 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

 
２．研究開発マネジメントについて 

 
４．成果の実用化に向けた 

取組及び見通しについて 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 
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４．成果の実用化に向けた

取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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